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1. 建て替えについて



＜いただいた主なご意見＞

• 一番気になっているのは、施設の建て替えを行うか否かがグレーゾーンになっていることです。
市民が使うという意味では「建て替えが本当に必要か」を改めて考える必要があると思いまし
た。

• 施設を建て替えるのか否かがはっきりしないと物事が前に進まないだろうと思っています。ま
た、この施設とその周辺との連携が、以前と比べると廃れてきてしまっているように感じており、
にぎわいが失われた理由はレイクタウンができたことだけではないと感じています。

• 今の施設を修繕した場合何が不都合なのかを整理する必要があるとおもいます。

• 文化ホールについて、報告いただいた内容を全てクリアしたリノベーションはあり得るのかとい
う検討を誰がどこでしているのかが気になりました。つまり、建て替えかリノベーションかの話
において、もう少し解像度を上げる必要があると感じました。
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検討の背景

• 本年３月の「南越谷駅・新越谷駅周辺地域にぎわい創出事業構想」において、

「越谷サンシティは、2024年度から建物の整備（解体・建設）に着手し、

2028年度にリニューアルオープンする」という方針を示しているところ、

本懇談会において、リノベーションと建て替えに関する下記のご意見をいただいたこ

とから、リノベーション・建て替えにかかる事実関係を整理した



• 越谷サンシティは1979年に商業棟およびホール棟を一体的に開発。
そのため、一部の設備・機能を両者で一体的に利用している。

• たとえば、現在は、商業棟およびホール棟において一体的に受電を行なっている
ところ、ホール棟のみとした場合には、高圧幹線ケーブルの撤去や受変電設備の
撤去・設置などが必要になる。

• また、非常放送・自動火災報知設備や、熱源における冷却塔、防火水槽、スプリン
クラーの送水口、その他機械設備などをホール棟に移設する必要がある。

• 移設に際しては機械設置に伴う加重があるため、構造上問題ないかの検討も行う
必要がある。
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技術的制約について

屋上 各テナント

６Ｆ 南部図書室（市施
設）

越谷コミュニティセン
ター

（越谷市所有・管理）
・市民ホール（大ホール・
小ホール・展示ホール）、
会議室、宴会場、
・南部出張所

５Ｆ 各テナント

４Ｆ 各テナント

３Ｆ イオン

２Ｆ イオン

１Ｆ イオン 各テナント

地下１ イオン 駐車場



• 1979年に竣工以来、ダイエーを中心に、様々な専門店がテナントとして出店し、南
越谷エリアにおけるにぎわいの創出に寄与。

• ただし、周辺商業施設の開設もあり、集客力は徐々に低下。同施設のにぎわい、
集客力の影響も受け、メインテナントの収益性が悪化。

• 2012年以降でも、直貸テナントにおける集客は1/3程度に低下。（越谷コミュニティ
プラザ株式会社の収益も悪化傾向）サンシティのあり方を見直す議論へ発展。
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にぎわい・集客力について
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• 懇談会における発言、ホール検討部会、市民ヒアリング等において、たとえば、下
記のようなご意見をいただいている。

– サンシティの中は、段差のアップダウンが多くて使いづらい

– 広場を見ると、今のままでは使いにくいと感じる

– 現在のサンシティは、広場、ホール棟、商業棟のいずれにおいても、階段・段差が複数
存在し、バリアフリーになっていない

– 舞台袖が、下手側がほぼ２ｍしかなくて使い勝手が悪く、そのほか、廊下幅も現状では
狭いということで、災害時の誘導路としても問題がある

– 楽屋についても、数が少なく、プロの方がきた時に１人１部屋とるのが困難で、大人数の
オペラやオーケストラがきた際に十分な対応ができない

– ホールの出入口について、バリアフリーやユニバーサルデザインの観点から改修が必要
となっている
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バリアフリー・利便性について



• 2010年および2014年に大手設計事務所に耐震診断を依頼したところ、各時点にお
いて、国交省における「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基
本方針」の事項に照らし、妥当であるとの回答を受けている。

• 一方、コンクリートの中性化は建物全体でかなり進行が早く、鉄筋の位置まで中性
化が進んでいる箇所があると考えられること（中性化が鉄筋位置まで達すると、鉄
筋表面の酸化皮膜が破壊され鉄筋が腐食し始めること）に留意すべきとの所見。

• 中性化の進行防止対策や、ひび割れ進行防止及び腐食進行防止対策等何らか
のメンテナンスを検討していくべき旨、指摘を受けている。
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耐震性能について



• 「現状の本施設を改修により運営するべきか、建替を行うべきか？」という問いかけ
に対して、民間事業者からは、下記のように、「建替を行うべき」との意見が大多数。

– 南越谷・新越谷駅の新たなシンボルをつくることで、様々な年齢層の注目がこれまで以上に集
まり、南越谷・新越谷駅周辺のまちづくりに寄与する

– 地域の中心施設である越谷サンシティは、築40年が経過し、老朽化が進行している

– 多くの利用者が訪れたくなる施設とするために、南越谷・新越谷駅と本施設との視覚的・空間
的なつながりが必要だと考えられ、建物の規模・配置を一から検討する必要があると感じる

– 既存施設の活用を前提とすると、民間事業との連携が限定的となるため
（空間的一体性、機能的連携を欠く）

– 地下水位が高く、商業棟の地下は雨水の漏水が激しいのでKCPから相談が来ていた。ホー
ル棟の方も類似の状況ではないか。

– 設計・施工をしていくことを考えると、両者を一体で取り壊して、その後建設していく方が、自由
度も高く、効率も良い。（たとえばホール棟のみを存置した場合、十数年から20年程度でホー
ル棟のみ建て替えを行う必要があり、非常に効率性が悪い）

（現状の市の考え）

• にぎわい創出事業構想をベースに検討している中、以上の問題を解決するために
は、既存施設を利活用したリノベーションでは難しいと認識しており、当初の市の考
えのとおり、建て替えの方向で進めたいと考えている。
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マーケットサウンディングにおけるご意見について



2. 「多目的ホール」（アリーナ/劇場・音楽堂）について



日本経済再生本部「成長戦略フォローアップ」（ 令和元年6月21日閣議決定）

＜KPI＞

✓ スポーツ市場規模（ 2015年： 5 . 5兆円） を2020年までに10兆円、2025年までに
15兆円に拡大することを目指す

✓ 全国のスタジアム・アリーナについて、多様な世代が集う交流拠点として、2017年から
2025年までに新たに20拠点を実現する

新たに講ずべき具体的施策 ⅱ） スポーツ産業の未来開拓

①スポーツの成長産業化の基盤形成

②スポーツを核とした地域活性化

8.観光・スポーツ・文化芸術（ スポーツ部分）

Ⅲ

． 人口減少下での
地方施策の強化

Ⅱ

． 全世代型社会保障
への改革

Ⅰ

． Society5.0の実現

✓ 中央競技団体等のガバナンス確保と収益力向上を両輪とする経営改革
✓ スポーツ経営人材の育成・活用（ スポーツビジネスに関するカリキュラム開発、外部人材の流入促進）
✓ スポーツオープンイノベーションプラットフォームの構築による他産業との融合による新事業創出
✓ 「アウトドアスポーツ」と「武道」の重点テーマを中心としたスポーツツーリズムの推進

✓ スタジアム・アリーナ改革の推進（ 個別支援、経済的効果・社会的効果の評価手法の開発）
✓ スポーツ施設の利用の多様化・高度化による収益性向上等
✓ スポーツ実施率向上（ 医療機関等との連携、公的スポーツ施設の有効活用等の中長期施策の実施）
✓ UNIVAS及び大学の活動支援による大学スポーツの成長産業化、地域振興等
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スタジアム・アリーナにかかる政策の方向性

※出典：スタジアム・アリーナ改革について スポーツ庁（スタジアム・アリーナ推進官民連携協議会（第3回）

• 政府は、スポーツ市場規模の拡大にともない、スタジアム・アリーナについても拠点の拡大を
企図。2017年から2025年までに20拠点の整備を目標に



まち・ひと・しごと創生基本方針2019（ 令和元年6月21日 閣議決定）

＜概要＞

✓ 地域には豊富なスポーツ資源が存在しており、多様な主体の協働により地域ににぎわいを
もたらす事例がある一方、必ずしもその潜在的な価値を活用できていない例もある

✓ スポーツ資源を活用したまちづくりの取組をさらに推進することが重要

具体的取組

①スポーツ資源を活用した地域経済の活性化

②スポーツを通じた健康増進の推進

Ⅴ

.各分野の施策の推進
４ .時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する
（ 9） スポーツ健康まちづくり

✓ 「地域スポーツコミッション」等が行う活動の一層の推進
✓ 「アウトドアスポーツ」や「武道」に重点を置いたスポーツツーリズムの推進
✓ スタジアム・アリーナ等を核とするまちづくりや地域経済活性化
✓ スポーツ資源情報のオープンデータ化・一元化による利便性・効率性の向上、新たなビジネス創出
✓ プロスポーツチーム等を核とする地域版スポーツオープンイノベーションプラットフォーム（ SOIP） の構築
✓ スポーツ資源の有効活用が地域にもたらす経済的・社会的効果の見える化
✓ 大学スポーツ資源を活用した先進的なモデルの形成
✓ 地域のスポーツ団体における経営人材や専門人材の採用・定着支援、スポーツ経営人材の育成

✓ 生活習慣病の予防・改善等に効果的なスポーツを通じた健康増進
✓ 身近な場所で気軽にスポーツができる環境の整備
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スタジアム・アリーナにかかる政策の方向性

※出典：スタジアム・アリーナ改革について スポーツ庁（スタジアム・アリーナ推進官民連携協議会（第3回）

• 経済性のみならず、まちづくり、健康増進の観点からも、スポーツ資源の活用を促進
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スタジアム・アリーナにかかる政策の方向性

※出典：スタジアム・アリーナ改革について スポーツ庁（スタジアム・アリーナ推進官民連携協議会（第3回）

• スタジアム・アリーナの新設・建て替えの構想として、直近で、埼玉県で3件、東京都で13件、
神奈川県で7件、千葉県で3件が存在
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スポーツアリーナ検討における一般論：

• スタジアムは特定のチームが運営事業者になることが想定されるため、事業者の意見が反
映された施設を造りやすいのに対し、

アリーナは、多種目・多用途での利用が前提であり、想定される運営事業者を一者に決め
ることが難しいため、運営事業者の意見を反映することが難しく、結果として良いアリーナを
造ることが難しい。

※出典： 「良いアリーナを建設するための課題整理と手順」 （一社）アリーナスポーツ協議会
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スポーツアリーナ検討における一般論：

• どの種目を観せるのかを事前に想定する必要がある。
できる限り多用途に対応できる施設が望ましいが、最大公約数的な計画では、空調光熱費等
の費用が増大したり、デメリットが生じて、各用途で使われづらくなる

※出典： 「良いアリーナを建設するための課題整理と手順」 （一社）アリーナスポーツ協議会
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スポーツアリーナ検討における一般論：

※出典： 「良いアリーナを建設するための課題整理と手順」 （一社）アリーナスポーツ協議会
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スポーツアリーナ検討における一般論：

• コンテンツ（スポーツの各種目、コンサートの各種別など）の割合を具体的数値で決める必要
がある。 （Bリーグのホームゲームは30試合/年）

※出典： 「良いアリーナを建設するための課題整理と手順」 （一社）アリーナスポーツ協議会
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Bリーグ：ホームアリーナ検査要項 〔2020-21シーズン用〕

• Bリーグでは、現在B1のライセンス要件として5,000席以上のホームアリーナが必要であるとし
ているが、将来的に、8,000席、10,000席以上が要件となる可能性がある
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スポーツアリーナに関する意見「 Bリーグチェアマン島田慎二氏」

「アリーナのサイズだけでなく有効活用を」

──2026年構想でこれから軌道修正を考えていきたいものはありますか？

アリーナの考え方ですね。このコロナ禍においてアリーナのサイズアップをガンガン進めるの
が是なのか、そこは再考すべきことかもしれません。リーグ運営にしても代表強化にしても一番
難しいのはスケジュールを組むことで、市民体育館の使用から日程の調整もできない問題があ
ります。サイズアップの前に、ある程度は自分たちでアリーナをコントロールしやすい状況を作
るのが大事です。1万人とか2万人とか、大きければいいという考えを検討しなければならないと
思います。

5000人のアリーナと1万人のアリーナがあって、2000円の単価で満員になったとして売上は
1000万円と2000万円です。2倍と考えれば大きいですが、30試合で3億と考えると、チケット収益
以外でも賄うことが検討できる数字です。アリーナのスケールに頼らない収益構造を作ってい
かなければいけない、まさにコロナ禍において考えていかねばならないと思います。

もちろん、1万人のアリーナがすべての試合で満員になれば良いですが、その状況をどこまで
作れるか。コロナ禍においてはサイズアップとは別の価値観も追い求めるべきです。コンコース
やラウンジなどの顧客体験の価値向上と高付加価値化、またこれまでの入場者数の価値と並
行して、視聴者数も大事になってきます。 （中略）

※出典：2020年8月18日 フェイズ2のBリーグを占うvol.5 島田慎二（Bリーグ新チェアマン）「アリーナのスケールに頼らない構造を」
https://basket-count.com/article/detail/46194/2
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スポーツアリーナに関する意見「 Bリーグチェアマン島田慎二氏」

「大事なのはアリーナが有効活用されること」

──沖縄の新アリーナは間もなく完成しますし、全国のあちこちでアリーナを作る計画が進めら
れています。千葉ジェッツも1万人規模のアリーナを計画しています。

ジェッツが1万人のアリーナを計画できるのは、ほとんどの試合が満員でジェッツの成長がいっ
たん頭打ちになってしまったことが一つありますが、もう一つ大事なのは東京ドームや武道館、
横浜アリーナやさいたまスーパーアリーナなど、首都圏でコンサートやコンベンションができる施
設の稼働率が高く、東京駅から20分ちょっとで直結する船橋であればバスケだけで考えなくても
成り立ちます。バスケだけであれば、あの規模のものは仕掛けていないと思うんですよね。（中
略）

──社会での活用を考えない、箱としてのアリーナの大きさを競うだけのことからは、もう脱却し
ようという話ですね。

そうなります。その価値がゼロになるわけではありませんが、今までのような価値比重を持つこ
とがなくなるのは明らかです。入場者数にこだわり続けてきた男が言うのもなんですけど（笑）。
もちろん、アリーナを満員にするのは大事で、満員じゃなきゃ絵にならないし、お客さんも楽しく
ない。それでは選手もモチベーションが上がりません。ガラガラのアリーナで演出を頑張っても、
選手が良いプレーを見せてもダメで、役者を生かすも殺すも舞台なんです。3000人でも4000人
でも満員で、舞台として最高の演出をすることが大事です。

※出典： 2020年8月18日フェイズ2のBリーグを占うvol.5 島田慎二（Bリーグ新チェアマン）「アリーナのスケールに頼らない構造を」
https://basket-count.com/article/detail/46194/3
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Bリーグにおける観客動員数（2020年2月12日 Bリーグ Monthly Marketing Report）

※出典：2020年2月12日 BリーグMonthly Marketing Report
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Bリーグにおける観客動員数（2020年2月12日 Bリーグ Monthly Marketing Report）

※出典：2020年2月12日 BリーグMonthly Marketing Report
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B2リーグ 2019-20シーズン クラブ決算概要

※出典： B2リーグ 2019-20シーズンクラブ決算概要

• Bリーグの主な収益源は入場料、スポンサー、その他の3つ。越谷アルファーズはスポンサー
の割合が大きく、収入で2.7億円、純利益で2百万円、純資産が19百万円。
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一般的なホールの形態と特徴（公立文化会館運営ハンドブック 公益社団法人全国公立文化施設協会）

• ホールの形態にも、様々なものが存在し、各々に特徴がある。

• アリーナ形式のホールは、他の形態に比べて多くの客席が配置できるものの、音響設計の難易度があが
る。
（音響板や客席の設置の仕方によって音響が変わるため、可動式にすると音響は安定しなくなる）

• 仮に音楽ホールとスポーツアリーナを兼ねる施設を建築する場合、その規模が主要な論点の一つか。
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埼玉県南地区五市一町施設のキャパシティ（客席数）・稼働率等の調査表

※出典：2020年5月越谷コミュニティセンターの建て替えに伴う調査資料公益財団法人越谷市施設管理公社
（サンシティホールの建設費は、商業棟も含めた建設費に市の持分割合を掛けたもの）

施設名 開館日 キャパ(席） 建設費(千円) 指定管理料(千円）

【埼玉県】

越谷コミュニティセンター（ｻﾝｼﾃｨﾎｰﾙ） 1979.08.27 1,675 H30年度 86.1 3,520,000 543,583 （公財）越谷市施設管理公社

H29年度 91.3

H28年度 86.7

春日部市民文化会館 1983.04.01 1,506 H30年度 56.2 4,085,000 直営 春日部市

H29年度 55.2

H28年度 52.9

三郷市文化会館 1984.07.28 1,292 H30年度 59.9 2,881,000 500,977 （公財）三郷市文化振興公社

H29年度 63.9 ※文化施設6

H28年度 51.7 体育施設2

草加市文化会館 1972.02.01 1,198 H30年度 62.8 636,000 212,283 （公財）草加市文化協会

H29年度 64.2

H28年度 69.4

八潮市民文化会館（八潮メセナ） 1990.09.08 544 H30年度 50.7 2,640,000 直営 八潮市

H29年度 50.5

H28年度 48.7

松伏町中央公民館（田園ホール・エローラ） 1989.07.01 531 H30年度 63.5 1,377,000 直営 松伏町

H29年度 67.2

H28年度 68.1

管理者稼働率（％）

※稼働率は、日数稼働率

埼玉県東南地区５市１町施設のキャパシティ（客席数）・稼働率等の調査表

-
1
-
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関東主要施設のキャパシティ（客席数）・稼働率等の調査表

※出典：2020年5月越谷コミュニティセンターの建て替えに伴う調査資料公益財団法人越谷市施設管理公社
（サンシティホールの建設費は、商業棟も含めた建設費に市の持分割合を掛けたもの）
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越谷コミュニティセンターのホール別プロ・アマの利用件数及び利用内容調査表

※出典：2020年5月越谷コミュニティセンターの建て替えに伴う調査資料公益財団法人越谷市施設管理公社

総合舞

台芸術
ｸﾗｼｯｸ ﾎﾟﾋﾟｭﾗｰ

音楽

発表会
演芸 映画 ﾀﾞﾝｽ

大会

式典
講演

展示

展覧会
集会

講習

講座

面接・学

校説明会
ﾊﾟｰﾃｨｰ その他

大ホール プロ 50 21.8% 9 6 33 2 50

アマ 179 78.2% 17 89 7 10 1 5 13 4 26 5 2 179

小ホール プロ 24 10.0% 5 7 8 4 24

アマ 216 90.0% 16 58 17 2 2 17 15 2 11 56 9 4 7 216

ポルティコ プロ 0 0.0% 0

アマ 268 100.0% 5 2 2 2 27 1 7 20 64 19 4 32 83 268

大ホール プロ 44 19.0% 7 6 29 2 44

アマ 187 81.0% 18 93 7 10 1 5 9 3 33 3 4 1 187

小ホール プロ 22 8.6% 5 7 6 4 22

アマ 233 91.4% 26 58 14 2 2 17 11 5 14 74 8 2 233

ポルティコ プロ 0 0.0% 0

アマ 246 100.0% 4 2 7 26 4 4 20 55 17 3 31 73 246

大ホール プロ 38 21.7% 6 2 30 38

アマ 137 78.3% 14 75 3 8 4 8 4 16 4 1 137

小ホール プロ 28 11.8% 7 8 10 3 28

アマ 209 88.2% 19 64 15 3 1 19 7 6 8 55 8 2 2 209

ポルティコ プロ 0 0.0% 0

アマ 246 100.0% 3 4 2 26 3 8 28 64 10 4 25 69 246

越谷コミュニティセンターのホール別プロ・アマの利用件数及び利用内容調査表

平

成

29

年

度

平

成

28

年

度

合計

平

成

30

年

度

利　　用　　内　　容　　別

年度 ホール 利用団体 件数 利用率



• 良いアリーナを建設するための課題整理と手順 （一社）アリーナスポーツ協議会

• アリーナポリシー Bリーグ

• アリーナ標準 （一社）アリーナスポーツ協議会

• スタジアムアリーナ改革ガイドブック スポーツ庁/経済産業省

• スタジアム・アリーナ改革について スポーツ庁（スタジアム・アリーナ推進官民連携協議会（第3回）

• BリーグMonthly Marketing Report

• Bリーグ Webサイト https://www.bleague.jp/

• 公立文化会館運営ハンドブック 公益社団法人全国公立文化施設協会

• 全国劇場・音楽堂等総合情報サイト 公益社団法人全国公立文化施設協会
https://www.zenkoubun.jp/

• 令和元年度劇場、音楽堂等の活動状況に関する調査研究報告書 公益社団法人全国公立
文化施設協会

• 劇場，音楽堂等の制度的な在り方に関するまとめ 文化庁

• 越谷コミュニティセンターの建て替えに伴う調査資料公益財団法人越谷市施設管理公社
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参考資料

https://www.bleague.jp/
https://www.zenkoubun.jp/


3. 市の財政状況について
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市の財政状況

• 越谷市の歳入は1,029億円、歳出は977億円。

• 平成30年度のみの実質的な収入と支出の差額を意味する「単年度収支」は3,100万円の赤字



30

市の財政状況

• 財政力指数（地方公共団体の経済力を示す指標。必要な費用をどれだけ自力で調達できるか
を表す指標）では、県内・全国平均を上回っている。

• この5年程度で、実質公債費比率（借入金の返済額（公債費）の大きさを、財政規模に対する割
合で表したもの。家計に例えれば、給料から支払う ローン返済の割合を示すもの）は低下して
きているものの、県内・全国よりも高い状況である。

• 今後、人口減少に転じることが予測されることに加え、コロナ禍の景気低迷に伴い、市税収入
の減少が見込まれる一方、少子高齢化対策や公共施設の老朽化対策、さらには感染症対策経
費の増加が見込まれ、今後も厳しい財政運営が続く見込みである。


